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なるおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、予定価格の制限の範囲内の
価格をもって入札した他の者のうち次順位の
者を落札者とすることがある。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Deputy of President : Naohisa Miyazaki,

Procurement Department, Japan Pension

Service

] Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Software development for the Ja-

pan Pension ServiceÐs paper ledger image

data search system 1 set

_ Performance period : From date of con-

tract through 31 March, 2016

` Delivery place : Places designated by Ja-

pan Pension Service

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

{ It must be a person who doesnÐt corre-

spond to the person and the bankrupt

who doesnÐt have the ability that the cor-

responding contract concludes by not ob-

taining rehabilitation.

| It is a person who disturbed the execu-

tion of the duty as the person and the

staff who disturbed the fulfillment of the

person and the highest bidder who dis-

turbed the execution of a person who did

the act of injustice for the compact pros-

ecution and a fair competition of the con-

tract, and it is ill-founded and it person

who doesnÐt correspond to the person

who doesnÐt perform a contract.

} Have the Grade A, Grade B or Grade C

in ÚServiceÙ in terms of the qualification

for participating in tenders by the Minis-

try of Health, Labour and Welfare (Sing-

le qualification for every ministry and

agency) in Kanto-Koshinetsu Area in fis-

cal years 2013, 2014, 2015

~ Prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

� Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

� Prove to have no false statement in

tendering documents

‚ Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

ƒ Meet the qualification requirements

which Official in charge of disbursement

of the procuring entity may specify in ac-

cordance with Article 73 of the Cabinet

Order

b Time-limit for Tender : 11 : 00 AM, 9 Ja-

nuary, 2014

c Contact point for the notice : Shiho

Motomune, Procurement Department, Ja-

pan Pension Service, 5`24, Takaido-nishi

3-chome, Suginami-ku, Tokyo, 168`8505,

Japan TEL 03`5344`1100

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。

平成 25年 11月 13日

契約責任者 中日本高速道路株式会社

名古屋支社長 太田 睦男

◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 23

１ 調達内容

\ 品目分類番号 78

] 購入等件名及び数量 豊田工事事務所管内

岡崎額田地区重金属処分業務 重金属処理

22万ｔ

^ 調達件名の仕様等 仕様書等による。

_ 履行期限（期間） 契約締結日の翌日から

450日間（15カ月）

` 履行場所 入札者が指定する処理場所又は

受入れ場所

a 入札方法 落札決定は、入札書に記載され

た金額に、当社が算定しあらかじめ入札者に

通知する運搬金額を加算した金額をもって行

う。

なお、落札決定に当たっては、入札書に記

載された金額に当該金額の８％に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額を四捨五入す

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の108分の100に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 競争参加資格

\ 中日本高速道路株式会社契約規則（中日本

高速道路株式会社規程第25号）第11条の規定

に該当しない者であること。規則第11条の規

定に該当しない者とは、次の各号に掲げる者

でないことをいう。

一 契約を締結する能力を有しない者（未成

年者、被保佐人又は被補助人であって、契

約締結のために必要な同意を得ている者を

除く。）及び破産者で復権を得ない者並びに

経営状態が著しく不健全であると認められ

る者。

二 次のいずれかの一に該当すると認めら

れ、その事実があった後２年を経過してい

ない者（これを代理人、支配人その他の使

用人として使用する者についても同様とす

る。）であって、不適格と認める者。

イ 契約の履行に当たり故意に履行を粗雑

にし、又は材料等の品質若しくは数量に

関して不正の行為をした者

ロ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正

な価格を害し若しくは不正の利益を得る

ため連合した者

ハ 落札者若しくは契約の相手方に決定し

た者が契約を締結すること又は契約者が

契約を履行することを妨げた者

ニ 監督又は検査の実施に当たり会社の社

員の職務の執行を妨げた者

ホ 正当な理由がなくて契約を履行しな

かった者

ヘ 会社に提出した書類に虚偽の記載をし

た者

ト 会社と係争中である者

チ 役員等（個人にあってはその者、法人

にあっては非常勤を含む役員又は支店若

しくは営業所の代表者、その他の団体に

あっては法人の役員等と同様の責任を有

する代表者又は理事等、その他経営に実

質的に関与している者も含む。以下同

じ。）が、暴力団（「暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律」（平成３年法

律第77号）第２条第２号に規定する暴力

団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）である法人等

リ 役員等が、自己、自社若しくは第三者

の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴

力団員を利用するなどしていると認めら

れる法人等

ヌ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められる法人等

ル 役員等が、暴力団又は暴力団員である

ことを知りながらこれを不当に利用する

などしていると認められる法人等

ヲ 役員等が、暴力団又は暴力団員との間

で社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められる法人等

ワ 自らもしくは第三者を利用して、会社

に対し暴力的行為、詐術若しくは脅迫的

言辞を用い、会社の名誉を毀損し、又は

会社の業務を妨害し、若しくは妨害する

おそれのある行為を行った者

カ その他会社に著しい損害を与える等、

契約の相手方とすることが不適当と認め

られる者

三 前号の規定に該当する者を入札又は見積

りの代理人として使用する者。˜
š
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